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研究成果の概要：本研究は、環境教育の政策が具体的に策定され制度化されるプロセスにおい

て何があったのか、また制度が作られた後の政策効果や影響として、どのようなものが観察さ

れたか、等を分析し明らかにしたものである。分析の対象としたデータは、マレーシア国・サ

バ州政府が策定を進めた「サバ州環境教育政策」の政策プロセスである。収集したデータをい

くつかの論点に即して分析した結果、政策が形成される際に採用される手続きをプロセスとし

て整理し、提示することができた。また政策形成に参加する参加者たちがどのような論点を提

示するか、それがどのように政策に包含されていくかを明らかにした。その政策形成のプロセ

スにおいて、出現し顕在化した障害や葛藤についても類型化し、さらに政策形成後に現れた改

定作業への企図から、政策をめぐるさまざまな意欲が存在する、ということを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1)研究代表者は、これまでの研究で、制度
としての環境教育の形成メカニズムに注目
し、産業公害などの高まりが国による環境教
育政策の策定にどう関与してきたか、環境問
題に対応するための環境政策が環境教育政
策をどのように包含してきたか、という課題
に対して、行政学的アプローチから分析を行
ってきた。 
 

(2)「環境教育政策」とは、環境意識を向上
するためのひとつの制度である。そして効果
的に環境意識を向上するには、環境政策と関
連させて環境教育政策を取り扱うことが必
要となる。そのためにも、環境教育を政策決
定が行われる対象であると捉え、環境教育が
政策として取り上げられて制度化される場
面を分析する、という視点で研究を行う必要
がある。なぜなら「環境教育政策を策定し、
環境教育を制度化する」という作業は、単に
恣意的に行われるような性格のものではな
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いからである。この仮説にアプローチするた
めに、東アジア諸国および日本をフィールド
にして、環境教育政策の制度化に関する一連
の研究を行ってきた。 
 
(3)これまでの研究では、基本的な環境法の
策定を受けて環境教育の制度化が行われて
いるということ、つまり環境法の策定と環境
教育の制度化をセットにこれらの制度が構
築されているということ、また環境教育が制
度化されるには、何らかの契機、例えば公害
被害の拡大といった事象によって環境政策
を整備するべきといったニーズが出現し、そ
ののち一定の環境政策が策定されることに
よって環境教育の制度化が進展する、という
共通のプロセスをこれらの国が同様に経験
していることを明らかにした。また環境教育
政策の決定要因には、当初の政策決定は要請
応答型のみのものであったのが、次第に便益
効果を考慮したものが含まれるようになっ
てくる、といったように、時代を経るにした
がって変遷してくる様子が明らかにした。 
 
(4)そしてこの次にクローズアップするべき
ことは、環境教育政策の運用、つまり策定さ
れた環境教育政策がいったいどのように効
果をもたらすのか、政策の影響はどのように
出現するのか、といった問題についてアプロ
ーチすることであり、本研究計画ではこれに
学術的に取り組むことを課題とする。 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究は、環境教育政策が運用されよう
としている局面、つまり環境教育政策がいっ
たいどのような影響や効果をもたらすのか、
という疑問にアプローチするものである。東
アジア地域を分析の対象とし、「環境教育」
の制度化のプロセスや、現在ユネスコのプロ
ジェクトとして進行している「国連持続可能
な開発の 10 年」と、現行の環境教育との具
体的な連携のあり方などについて留意しつ
つ、環境教育や持続可能な開発のための教育
に関する「制度化」理論の構築を目指すもの
である。 
 
(2)本研究で具体的に検討する対象は、各国
の中央政府ではなく、州や県、市というレベ
ルの自治体政府とする。自治体が環境教育や
持続可能な開発のための教育に関する政策
を制度化する際に、既存の、もしくは新規に
策定される環境政策との合致に関する工夫
に注目する。自治体行政が環境教育や持続可
能な開発のための教育を実際に制度してい
く事例に着目し、ケース・スタディを実施し
て、政策形成の過程で環境教育や持続可能な
開発のための教育がどのように計画され、も

しくは実施されようとしてきているのかに
ついて、分析を行い、政策過程での問題点や
葛藤などを検討する。 
 
３．研究の方法 
 
研究の開始当初は、まず文献調査およびヒ

ヤリングを行う。これは過去に策定されてき
た環境教育政策の全体像について、基礎的な
情報を理解するための調査である。この時、
書誌情報以外の資料も活用し、環境教育政策
が策定する際の状況と、策定してからの展開
の内容について、その概要を把握する。次に
東アジア地域の中から、いくつかの都市や自
治体をケース・スタディの対象地として選定
する。選定の際には、異なる地理的･社会的
な条件を持つ都市もしくは自治体を２つ抽
出する。各都市もしくは自治体で、具体的に
環境教育のどのような制度化が進み、策定さ
れた制度がどういった環境教育の取り組み
を推進し、あるいは策定後にどのような困難
や失敗が経験されたのか、ということについ
て、事例を精査し整理する。ケース・スタデ
ィを行う予定であるのは、東南アジアに位置
する自治体（マレーシア・サバ州）である。
自治体レベルで制度化された環境教育政策
の策定過程とその特色を分析し、政策の制度
化後に、制度がどのように具体的な計画や実
施メカニズムへと転換していくかを把握す
るために行う調査である。 
情報収集の際には実際に現地に赴いて、ア

ンケート調査やヒヤリング、ワークショップ
などを行い、多面的に調査を行う。政策の策
定プロセスと政策策定後の運用に際して現
われた問題点や課題について、質的データを
収集する。得られたデータは、環境教育政策
の効果的な策定方策を具体的に検討するた
めの材料とする。そしてケース・スタディで
得られた情報を詳細に検討し、効果的な環境
教育活動を推進していくための制度はどの
ようなものであるべきか、効果的な環境教育
を促すための政策はどうあるべきか、という
点を中心に分析し、考察する。各種資料を参
照して、環境教育政策が策定され、その後の
展開について考察を行い、汎用可能な一般化
を試みる。 
 
４．研究成果 
 
 主として条件分析、プロセス分析、障害・
葛藤分析、そして改訂作業分析を行った。そ
の成果は、複数の口頭発表および４編の論文
として報告した。そこで、分析を行った４点
それぞれについて、その成果の概要は、以下
の４点に整理できる。 
 
(1) 条件分析 



 

 

「環境教育の政策形成を進展させる条件に
ついて」では、さまざまな課題の中から特定
の教育課題である「環境教育」の政策が策定
されるプロセスと、形成された政策の具体的
な内容との関連を分析した。ケース・スタデ
ィとして、マレーシア・サバ州における環境
教育の政策過程をとり扱い、参与観察によっ
て収集したデータの分析から、新たな環境教
育政策の形成を促す動機の説明と、環境教育
政策が策定されるプロセス、そして作成され
た環境教育政策の特徴を明らかにした。動機
には、費用低減と国際社会からの要請が認め
られ、そのため作成される環境教育政策は、
便益効果を期待する内発型の動機と、要請に
応答する他律型の動機の双方を有する、とい
う特徴をもつという知見がもたらされた。 
 
(2)プロセス分析 
「サバ州における環境教育政策の作成プロ
セスに関する研究」では、新たに環境教育政
策が策定される際の経験を一般化し、他の教
育政策の策定の際に援用可能なものとする
ことを目的にした論考で、ケース・スタディ
としてサバ州が環境教育政策を起草してい
ったプロセスを分析した。参与観察によって
収集したさまざまなデータを分析した結果、
特定の教育課題である「環境教育」の政策が
制度化される際に、政策決定に参加する関係
者間で特に議論のポイントとなる点および
特に重視される点が複数存在することを明
らかにすることができた。特に性格の異なる
動機の混在が、環境教育の制度化プロセスを
より強固なものとしたこと、そして政策形成
プロセス全般にわたって、議論や検討の結果
がその都度反映される、という結果がもたら
された。 
 
(3)障害・葛藤分析 
「環境教育政策の策定過程で顕在化した障
害の分析：マレーシア・サバ州の事例から」
では、環境教育の制度化が国際的に依然とし
て進んでいないことの理由を明らかにする
ため、環境教育政策が策定されるプロセスを
参与観察し、政策形成の途上で出現した障害
を詳述し、分析を行った。マレーシア国サバ
州で環境教育政策が形成されるプロセスを
取り上げて分析した結果、行政官による部局
の権限を把持しようとする意識、行政権限が
国と州政府とで複雑に分散している状況、政
策の内容について合意の形成を達成するこ
との困難さ、そして一般の人々の関心の低さ
が、障害もしくは葛藤として出現したことが
明らかになった。 
 
(4)改訂作業分析 
「環境教育政策案の修正作業をめぐる一考
察：マレーシア・サバ州の事例から」では、

一旦作成された環境教育政策の案が、最終的
な承認を受ける前に、修正作業が行われた現
場を参与観察したものである。政策案の構成
の変化や、ポリシーストラテジーの異同を分
析し、さらに政策策定に関与する関係者から
の発言を分析した結果、当該修正作業が現実
的に必要なものではなかったことと、そのよ
うな修正は、政策から派生する何らかの利益
を得たいという意欲が存在することを明ら
かにすることができた。事実、それまで政策
策定を主導してきた科学技術室から、州環境
保護局に政策策定の主体が移動する場面に
遭遇したことが、このことを裏付ける。した
がって、環境教育政策の文面を修正しようと
する企図の背後には、政策をめぐる何らかの
意欲が存在する、ということを明らかにした。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計４件） 
 
① 高橋正弘、環境教育の政策形成を進展さ

せる条件について：マレーシア・サバ州
における環境教育の政策過程のケースス
タディ、環境教育、17-2、3-12、2007、
査読有 

② 高橋正弘、サバ州における環境教育政策
の作成プロセスに関する研究、日本環境
教育学会関東支部年報、2、1-6、2008、
査読無 

③ 高橋正弘、環境教育政策の策定過程で顕
在化した障害の分析：マレーシア・サバ
州の事例から、環境情報科学論文集、22、
2008、475-480 頁、査読有 

④ 高橋正弘、環境教育政策案の修正作業を
めぐる一考察：マレーシア・サバ州の事
例から、日本環境教育学会関東支部年報、
3、2009、17-20、査読無 

 
〔学会発表〕（計５件） 
① 高橋正弘、環境教育政策の策定プロセス

の参与観察、日本環境教育学会第 18 回大
会（鳥取）、2007 

② 高橋正弘、サバ州における環境教育政策
の作成プロセスに関する研究、日本環境
教育学会関東支部第２回支部大会、2008 

③ 高橋正弘、マレーシア・サバ州環境教育
政策案の修正作業をめぐる一考察、日本
環境教育学会第 19 回大会（東京）、2008 

④ 高橋正弘、環境教育政策の策定過程で顕
在化した障害の分析：マレーシア・サバ
州の事例から、第 22 回環境研究発表会、
2008 

⑤ 高橋正弘、環境教育政策案の修正作業を
めぐる一考察：マレーシア・サバ州の事



 

 

例から、日本環境教育学会関東支部第３
回支部大会、2009 

 
〔図書〕（計０件） 
 なし 
 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計０件） 
 なし 
 
○取得状況（計０件） 
 なし 
 
〔その他〕 
 特になし 
 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

 高橋正弘（TAKAHASHI MASAHIRO） 

 財団法人地球環境戦略研究機関・研究員 

 10360786 

 

(2)研究分担者 

 なし 
 

 (3)連携研究者 

 なし 

 

 

 


